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PRESS RELEASE 
（2019/8/1）         国立研究開発法人 森林研究・整備機構 

               森林総合研究所東北支所   
 

 

地域再生シンポジウム 2019 in 岩手 
  開催のご案内 

 

ポイント 
・持続的な広葉樹材の利用による地域再生を図るため、北海道、岩手・新潟・岐阜県及び
西日本での地域の地道な取組を紹介しながら、私たちが何をしなければならないのかを 
考える地域再生シンポジウムを広葉樹資源が豊富な岩手県で開催します。 
・９月５日（木）シンポジウム  ６日（金）現地検討会 
 

概 要 

国立研究開発法人森林研究・整備機構森林総合研究所は、東北大学大学院農学研究科と

の共催で、東北森林管理局、岩手県、岩手県森林組合連合会、小岩井農牧株式会社、ノー

スジャパン素材流通協同組合から後援をいただき、地域再生シンポジウムを下記のとおり

開催します。 

                  記 

１ 日時・場所 

（１）シンポジウム：令和元年９月５日（木）１３：００～１７：３０ 

いわて県民情報交流センター「アイーナ」（盛岡市盛岡駅西通） 

（２）現地 検 討 会：令和元年９月６日（金） ８：００～１４：１０ 

盛岡木材流通センター（矢巾町）、小岩井農場山林（雫石町） 

２ 内容  

（１）講演 

  ①「多樹種・小径材利用による価値の向上」 

   東北大学大学院農学研究科教授 清和研二氏 

  ②「北海道における広葉樹資源の特徴と小･中径木の利用拡大の可能性 

    －カンバ類に着目して－」 

北海道立総合研究機構林業試験場研究主幹 大野泰之氏 

  ③「『FSC®森林認証×広葉樹資源』新たな地域木材マーケットの創造 

～ワクワクが廻る～」 

   岩泉町農林水産課林業水産室長 今村篤氏 

  ④「岩手県の広葉樹林における有用材の価値向上に向けて」 

   森林総合研究所東北支所主任研究員 大塚生美氏 

  ⑤「森林環境譲与税の評価基準から外れた旧薪炭林の広葉樹を 

    丁寧に活かすことが多雪地の地域再生には必要」 

   新潟大学名誉教授 紙谷智彦氏 

  ⑥「小径木広葉樹の新しい価値の創造～森を活かす飛騨市の地方創生～」 

   飛騨市役所林業振興課課長補佐 竹田慎二氏 

  ⑦「広葉樹資源を循環利用するための地域力－近畿圏中山間地での取り組み－」 

   森林総合研究所関西支所グループ長 山下直子氏 

 

（２）ポスター発表（10件程度予定） 
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（３）加工品の展示解説・紹介 

   オークヴィレッジ株式会社取締役・新規事業開発担当 佐々木一弘氏 

（４）パネルディスカッション 

   テーマ「広葉樹資源の価値向上と利用拡大に向けて」 

   モデレータ 森林総合研究所東北支所 田端雅進氏 

   パネリスト ①清和研二氏 

         ②大野泰之氏 

         ③今村篤氏 

         ④大塚生美氏 

         ⑤紙谷智彦氏 

         ⑥竹田慎二氏 

         ⑦山下直子氏 

         ⑧佐々木一弘氏  

（５）現地検討会 盛岡木材流通センター、小岩井農場山林 

３ 参加対象 森林・林業・木材・製材関係者及び一般 約１５０名 

 

背 景 

  林業・林産業界では、戦後造成され、収穫期を迎えた針葉樹人工林が注目され、利用拡

大に向けた取組が進められています。一方、東北地方、北海道、新潟県は広葉樹資源が特

に豊富な地域であり、用材や家具材等として西日本や東日本の需要に応えてきた経緯があ

ります。広葉樹資源は多様な樹種からなり、それゆえに用途も多様であり、地域再生の視

点から利用方法によっては大きな可能性が期待できます。そこで、持続的な広葉樹材の利

用による地域再生を図るため、北海道、岩手・新潟・岐阜県及び西日本での地域の地道な

取組を紹介しながら、私たちが何をしなければならないかを考えます。今回、東北地方で

もとりわけ広葉樹資源が豊富な岩手県で地域再生シンポジウムを開催します。 
 
お問い合わせ先 

国立研究開発法人 森林研究・整備機構 森林総合研究所東北支所長 梶本卓也 
広報担当者：森林総合研究所東北支所 産学官民連携推進調整監 田端雅進 

問い合わせ先：森林総合研究所東北支所 地域連携推進室 
 Tel：019-648-3930  Fax：019-641-6747 

 

 

本資料は、青森県、岩手県、宮城県、秋田県、山形県、福島県政記者クラ

ブ、筑波研究学園都市記者会に配付しています。 

 
 


